
県営かんがい排水事業

平成２２年度公共事業再評価

・ 三養基地区
・ 鳥栖地区



佐賀・筑後平野 ４１，０００ｈａ

乏しい水源
（淡水（アオ）取水、クリークに依存）

低平地
（海抜ゼロメートル地帯）

取水口を 筑後大堰 に 合口
（安定的・合理的な用水確保）

用排水施設の再編整備
（クリークなど）

慢性的 な 用水不足
排水不良 による
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筑後川下流土地改良事業

農業生産性の向上



筑後川下流地区（東部地域）模式図



筑後川
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干満の差 が大きい 有明海
の 上げ潮 を利用し 取水

↓
クリーク に 貯留

取水時期が限定（１日２回）
小潮時は厳しい

取水のタイミングが重要
（ゲート操作員の経験）

河川流量が少ない時は取水不可能
（塩分濃度が高い）
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早津江川から
サンドポンプ
船でアオを取
水（７月)

雨が少ない！
河川の流量が少ない！

用水不足の状況
（平成６年の渇水）

ため池の底を掘り、わずかな
湧水を取水（８月)

みやき町石橋ため池

川副町
大詫間地区

アオ取水ができ
ず、ポリタンク
で給水。稲は枯
死寸前（８月)



合口取水・・・とは

事業実施前 事業実施後

取水口を筑後大堰
１箇所へ統廃合

（合口）
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淡水（アオ）取り施設
（佐賀県で１７６箇所）
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佐賀東部導水路



（右岸：佐賀県みやき町、左岸：福岡県久留米市）
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三養基郡みやき町（旧北茂安町）

佐賀揚水機場



水資源機構営佐賀東部導水路 布設状況
（管径 ３.０ｍ)



三養基地区

平成２２年度公共事業再評価

県営かんがい排水事業



筑後川下流地区（東部地域）模式図



大
井
手
水
路

佐賀揚水機場

揚水機場
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三養基地区
概要図

受益面積

県営水路（管水路）

県営水路（開水路）

Ｈ２１迄施工済

Ｈ２１迄未施工破 線

実 線

県営水路 断面図

管径 １0cm～90cm

深さ
0.6ｍ

～1.2m

○管水路（用水路）

【受益面積】
２，０９７ ｈａ

（みやき他２市町）

【事業量】
管水路 ２４ km
開水路 ２.３ km
【事業費】
５５.５億円

平成２１年度末
進捗率７５％

【工 期】
昭和58年度

～平成26年度

○開水路（用水路）

深さ0.6ｍ～1.0ｍ

幅0.6ｍ～2.4ｍ

平成22年度

以降残事業量

管水路L=2.5km



既に効果を発揮している施設

県営六津﨑線 分水口の利用状況

県営中原西部線 分水口の利用状況



三養基地区
の経済効果

【国営】
【水資源機構営】

かんがい排水事業

総費用

【県営】
ほ場整備事業
かんがい排水事業

【団体営】 ほ場整備事業
かんがい排水事業

作物生産効果

維持管理費節減効果

更新効果

公共施設保全効果

総効果額

投資効率
１．１５

４８８億円

５６１億円

営農経費節減効果



鳥栖地区

平成２２年度公共事業再評価

県営かんがい排水事業



筑後川下流地区（東部地域）模式図



佐賀揚水機場

鳥栖南部線

揚水機場

吐水槽

県営水路（管水路）

Ｈ２１迄施工済

Ｈ２１迄未施工

鳥栖地区
概要図

受益面積

実 線

破 線

県営水路 断面図

深さ
0.6ｍ

～1.2m

管径 30cm～80cm

【受益面積】
４１１ ｈａ

（鳥栖市）

【事業量】
管水路 １７.５ km
【事業費】
３７.８億円

平成２１年度末
進捗率９７％

【工 期】
昭和60年度

～平成23年度

平成22年度

以降残事業量

分水工・完了整備



既に効果を発揮している施設
県営鳥栖南部線 分水口の利用状況

県営鳥栖南部線からファームポンド
（水槽）へ接続し利用



鳥栖地区
の経済効果

【国営】
【水資源機構営】

かんがい排水事業

総費用

【県営】
ほ場整備事業
かんがい排水事業

【団体営】 ほ場整備事業
かんがい排水事業

作物生産

営農経費節減

維持管理費節減

総効果額

投資効率
１．６５

１１７億円

１９３億円



社会情勢（農業情勢）
農産物価格の低迷 ／ 担い手の高齢化／ 食料自給率の低迷／ 米改革（Ｈ１６～２２）

事業の必要性の検証

引き続き 農業の生産性向上が求められている

地域の意向

地域の意向（直接の受益者であり費用負担者でもある農家も含む）を踏まえ、計画を微修正しなが
ら事業の推進を行っている。〔路線、構造、受益地等〕

計画内容の再チェック
計画の妥当性（事業の必要性、工事計画、費用対効果、地域の意向 等）を、当初計画 と同じ レベルで再チェック

しながら事業を推進している。〔三養基：Ｈ１７、鳥栖：Ｈ２１〕

部分効果の発現（三養基・鳥栖）

・通水面積：H18 / １，１７７ｈａ （４７％） → H21 / ２，１５０ （８６） → H26 / ２，５０８ （100）

・H１４，H１７（H６を上回る少雨）でも、大きな渇水被害を回避できた。

事業の必要性は変わらない



◎ 関連事業の進捗

事業実施の確実性

県営
ほ場整備事業

国 ・ 水資源機構営
かんがい排水事業

県営かんがい排水事業

◎厳しい財政状況を踏まえ、限られた財源を有効活用し
事業効果が早期に発現できるよう継続地区へ重点配分する
◎厳しい財政状況を踏まえ、限られた財源を有効活用し
事業効果が早期に発現できるよう継続地区へ重点配分する

水路の１００％完成
（Ｈ２１までに

佐賀東部地域）

面工事は１００％完成
（Ｈ１８までに

関係地区完了）

水路の約９０％完成

鳥栖地区はＨ２３年度、三養基地区はＨ２６年度完了

＋


